様式第１号（第７条、第１３条関係）

年度みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業計画及び収支予算書（実績報告及び収支決算書）

１　事業実施主体の概要

	事業実施主体名
	

	所在地・連絡先
	

	代表者氏名
	

	組織の設立年月日
	

	組織としての認定状況

（広域組織の場合のみ）
	

	市町村担当課及び責任者（連絡先電話）※
	


　

２　事業の実施方針（実施結果）

	


※地域の課題や住民のニーズに対する対応状況等具体的に記載すること。

３　事業の概要

	事業実施期間
	　　年　　月　　～　　　　　　年　　月

	事業実施地区
	○○町○○地区

	事　　業　　概　　要

	事業区分
	事　業　概　要

	
	


４　事業費内訳及び算出根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業区分
	科　目
	積　　　　算
	事 業 費
	財　源　内　訳

	
	
	
	
	県　費
	市町費
	その他

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※規則第１２条に係る変更申請の場合、変更前を（　）で記すこと。

５　他の補助金の活用の有無　　（有・無）

　※他の補助金の活用の有無について、「有」「無」のいずれかに○をしてください。　

　　「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

６　仕入れ控除税額の有無　　　（有・無）

　　※仕入控除額の「有」「無」のいずれかに○をしてください。

「無」の場合には、その理由を記載してください。

（　免税事業者であるため　・　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　）

７　収支予算（収支決算）

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	負担区分
	本年度予算額

（又は本年度精算額）
	摘　　要

	１　県補助金

２　市町費
	
	

	小　計
	
	

	３　その他　※
	
	

	合　　計
	
	


※事業実施主体が広域的地域運営組織の場合で控除となる収入がある場合は、具体的な内訳を摘要欄に記載すること。

（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	科　　目
	本年度予算額

（又は本年度精算額）
	摘　　要

	
	
	

	合　　計
	
	


８　事業完了予定年月日（完了年月日）

９　添付書類

（１）事業計画申請時

ア　事業計画の詳細が把握できる事業費内訳書、図面、見積書、パンフレット等

イ　事業実施主体の概要が把握できる資料（規約、構成員の所属、氏名、役割等）

ウ　広域的運営組織が事業実施主体で市町が補助事業者の場合、市町の補助金の収支に関する歳入歳出予算のうち、補助事業が把握できる部分の写し、又は今後予算案を提出する旨の確約書
　　エ　中山間地域コミュニティビジネス支援事業については、事業に係る３年間の収支計画書（様式は問わない。）

　　オ　補助事業の内容が建築工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績がある場合は、当時の整備内容のわかる資料

　　カ　補助対象である建物（設備、備品を含む。）に他の補助金を活用した別の設備予定がある場合はその内容がわかる資料

　　キ　直接補助の場合は活動市町の意見書（意見、市町の支援内容、担当者名がわかるもの。様式は問わない。）を添付すること。

（２）事業実績報告時

　　ア　事業実績の詳細が把握できる事業費内訳書、図面及び写真、領収書の写し、パンフレット（計画申請時と異なる場合）等

　　イ　中山間地域コミュニティビジネス支援事業については、事業に係る収支実績書（様式は問わない。）

ウ　事業実施に必要な関係法令に規定する許認可がある場合は、その許可証等の写し　

様式第３号（第１３条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年 月 日

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　 年度みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金仕入れに

係る消費税等相当額報告書

 年 月 日付第 号により交付決定の通知のあったみんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金について、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金交付要綱第１３条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１ 規則第１８条の補助金の額の確定額（　 年 月 日付第 号による額の確定通知額）

　　　金　　　　 円

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

　　　金　　　　 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税相当額

　　　金　　　　 円

４ 補助金返還相当額（３－２）

　　　金　　　　 円

（注）事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。

